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〇 脱炭素社会に向けた相模原市再エネポテンシャル調査を実施 
相模原市の地域特性や再エネ導入ポテンシャル等に関する調査・分析を行い、2050 年の脱

炭素社会実現に向けた再エネ導入目標や戦略策定のための調査を実施しました。 
 

再生可能エネルギーのポテンシャルと導入状況 

   市内の再エネ電気のポテンシャルは 4,682TJ（平均的な世帯当たりの消費量で、約 33 万世

帯分に相当）で、住宅系太陽光発電が 62%を占めていることが分かりました。また、再エネ

熱のポテンシャルは 19,403TJ で、地中熱、太陽熱、バイオマスのポテンシャルがありまし

た。 

再エネ導入状況については、2019 年の再エネ発電量は 1,317TJ で、そのうち水力発電量が

898TJ と最も多くを占めています。その他に、太陽光発電やバイオマス発電、中小水量発電

が導入されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細は、「再エネ導入目標策定に係る調査報告書」をご覧ください。 

 

〇 相模原市の地球温暖化対策を『一目で、分かりやすく』 
多様な地球温暖化対策の取組を「見える化」し、効果的に周知するとともに、それらの取

組の全てが脱炭素に寄与するものとの気付きを与え、行動変容を促すことを目的として、キ

ャッチフレーズとロゴマークを作成しました。 

 キャッチフレーズ 

 『未来へ Switch！ゼロカーボンさがみはら』 

    私たちの未来のために、社会の仕組みや価値観、 

ライフスタイルの転換によって、2050 年『ゼロ 

カーボン＝脱炭素社会』を実現しようという決意 

を表したものです。 

 ロゴマーク 

  『０(ゼロ)』と『Ｃ(carbon)』を組み合わせ、矢印と色のグラデーションで『転換(Switch)』 

  と『中山間地域の自然と都市の資源の循環』を表現しています。 

太陽光：住宅系, 

2,893 , 62%

太陽光：農地, 

440 , 9%
太陽光：公共系, 40 , 1%

太陽光：発電所工場, 79 , 2%

太陽光：低未利用地, 22 , 1%

陸上風力, 12 , 0% 中小水力：河川, 

285 , 6%

中小水力：農業用

水路, 0 , 0%
水力, 910 , 19%

再エネ電気 利用可能量

太陽光：住宅系 太陽光：農地 太陽光：公共系

太陽光：発電所工場 太陽光：低未利用地 陸上風力

中小水力：河川 中小水力：農業用水路 水力

4,682TJ 

太陽熱, 

1,700, 9%

地中熱, 17,669, 91%

バイオマス：

木質系, 20, 0%

バイオマス：

畜産系, 15, 0%

再エネ熱 利用可能量

太陽熱 地中熱 バイオマス：木質系 バイオマス：畜産系

19,403TJ 

再エネ電気 ポテンシャル 

再エネ熱 ポテンシャル 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/1026502/1027884/1025114.html
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第１章 本市の現況 

１ 位置・人口・産業の状況 

本市は神奈川県の北西部に位置し、北部は東京都、西部は山梨県と接しています。面積は

328.91km2で神奈川県総面積の約１４％を占めています。 

令和 4(2022)年 4 月 1日現在の本市の人口は 72 万 5,369 人、33 万 9,028 世帯で、区別の人

口は、緑区は 16万 9,017 人、中央区は 27 万 3,769 人、南区は 28 万 2,583 人、世帯数は、緑

区は 7万 5,972 世帯、中央区は 12 万 7,260 世帯、南区は 13 万 5,796 世帯となっています。 

本市の産業の状況は、平成 28(2016)年時点において、事業所数は 2 万 2,480 箇所、従業者

数は 24 万 8,832 人となっています。産業分類別の従業者数では第 3次産業(サービス業)が約

8割と従業者数の多くを占めていますが、卸売業・小売業(サービス業)の事業所数や従業員数

は、減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

相模原市の位置図 (中心地：東京都庁) 

出典：第 3次相模原市環境基本計画 

区域図 



3 

 

２ 土地利用 

市域全体の約 7 割が自然的土地利用で、その大半を丹沢大山国定公園などがある市の西部

(相模湖津久井都市計画区域及び都市計画区域外に相当する範囲)が占めています。 

都市的土地利用は市域全体の約 3 割で、特に相模原都市計画区域において都市的土地利用

が進んでおり、住宅用地の占める割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地域区分 

本市の自然的特性・社会的特性を踏まえ、第 3次相模原市環境基本計画では、土地利用が進

み経済・社会の中心地となっている「都市部」と水源地、良好な生物の生息・生育環境及び優

れた景観資源が分布する「中山間地域」の 2地域に区分しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：平成 27（2015）年都市計画基礎調査（相模原市） 

土地利用状況 

地域区分 

出典：第 3次相模原市環境基本計画 
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第２章 第３次相模原市環境基本計画の概要 

１ 計画の位置づけ 

第 3 次相模原市環境基本計画は、相模原市環境基本条例（平成 8 年相模原市条例第 26 号）

第 3条に規定する基本理念を実現するために、同条例第 8条の規定に基づき令和 2(2020)年 3

月に策定したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3次相模原市環境基本計画は、市の将来像や目指すまちの姿を示す「未来へつなぐさがみ

はらプラン～相模原市総合計画～（令和 2(2020)年度～令和 9(2027)年度）」の部門別計画であ

り、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進する環境分野の総合計画で

す。地球温暖化、資源循環、自然環境、生活環境の各環境分野において、中・長期的な視点に

立ち、環境の保全及び創造に関する施策に係る目標及び方針を示しています。また、環境分野

の個別計画との関連性を体系的に整理し、計画の役割、位置付けを明確にしました。具体的な

施策・取組については、同時期に策定された各環境分野の個別計画と合わせて推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第 3次相模原市環境基本計画（一部修正） 

第 3次相模原市環境基本計画の位置づけ 

未来へつなぐさがみはらプラン～相模原市総合計画～ 

１ 環境の保全及び創造は、市民が健康で安全かつ文化的な生活を営むことのできる自

然と調和の取れた豊かな環境を確保し、及び向上させ、並びに将来の世代へ継承して

いくことを目的として行うものとする。 

２ 環境の保全及び創造は、環境に関する資源の有限性を認識するとともに、その適正

な管理及び利用を図り、もって環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会を構

築することを目的として行うものとする。 

３ 環境の保全及び創造は、市、事業者及び市民相互の協力の下に行うものとする。 

４ 地球環境保全は、人類共通の課題であるとともに市民の健康で安全かつ文化的な生

活を将来にわたって確保する上で極めて重要であることから、積極的に推進するもの

とする。 

 

相模原市環境基本条例（第 3条 基本理念） 
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２ 計画期間 

第 3次相模原市環境基本計画の対象期間は、「未来へつなぐさがみはらプラン～相模原市総

合計画～」に合わせて令和 2（2020）年度から令和 9（2027）年度までの 8年間としています。 

 

３ 相模原市が目指す環境像（望ましい環境像） 

第 3 次相模原市環境基本計画では、概ね 20 年後の望ましい環境像として、「未来へつなぐ

さがみはらプラン～相模原市総合計画～（令和 2（2020）年度～令和 9（2027）年度）」の目指

すまちの姿の一つである「人と自然が共生するまち」を設定し、副題として、国（環境省）の

第 5次環境基本計画で提唱された「地域循環共生圏」という考えと本市の自然環境と都市環境

を併せ持つ地域特性が合致することを踏まえ、「～市民と築く、地域循環共生都市さがみはら

～」としました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第 3次相模原市環境基本計画 

中山間地域で生産される農林産物などの資源は、都市部の市民に自然の恵み等によって自らも支えられてい

るという「気付き」を与え、自然保護活動への参加など中山間地域を支える具体的な環境行動を促すことにもつ

ながります。 

一方、都市部において中山間地域の資源を購入・消費することにより、同地域の農林業が活性化するなど人

やお金が都市部から循環されます。 

このように中山間地域と都市部の地域特性を生かして、人と自然が共生する都市が地域循環共生都市さが

みはらです。 

 

地域循環共生都市さがみはら 

地域循環共生都市さがみはらのイメージ 
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４ 望ましい環境像を実現するための５つの基本目標 

第 3次相模原市環境基本計画では、地域の特徴（都市部から中山間地域までの多様な環境）

と環境、経済及び社会の 3 側面を踏まえ、各地域が自立・分散したコミュニティを形成しつ

つ、相互補完して支え合う社会の実現を目指し、5つの基本目標を設定しました。5つの基本

目標は、環境分野別に「地球温暖化対策」、「資源循環の推進」、「水とみどり・生物多様性の保

全・活用」、「環境リスクの管理」を設定するとともに、それらの基本目標を実現するための総

合的・横断的な目標として、各分野に共通する土台・人づくり・仕組みづくりを目的とした「環

境に配慮したライフスタイルの促進」を設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 持続可能な開発目標（SDGs:Sustainable Development Goals）と施策との関連性 

SDGs では、地球規模で私たちの良き将来を実現するための 17 のゴールを掲げています。こ

れらのゴールは、1つを達成しようとすれば他のゴールにも影響するというように相互に連関

する体系とされています。第 3次相模原市環境基本計画では、環境分野と関連が深い SDGs の

ゴールと本計画に掲げる施策の関連性（施策推進による貢献の内容）を整理しました。 

SDGs のゴールと環境基本計画の施策の関連性(基本目標ごと) 

基本目標 関連する SDGs のゴール 

基本目標１  

地球温暖化対策       

基本目標２  

資源循環の推進       

基本目標３  

水とみどり・生物多様性の保全・活用     

基本目標４  

環境リスクの管理      

基本目標５  

環境に配慮したライフスタイルの推進    

 
望ましい環境像と基本目標 

出典：第 3次相模原市環境基本計画 
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SDGs のゴールと環境基本計画の施策の関連性（SDGs のゴールごと） 

関連する SDGs のゴール※1 施策推進による貢献の内容※2 

 

飢餓をゼロに 
飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養
の改善を実現し、持続可能な農業を促進
する 

・ごみの減量化等による食品ロスの減少 02 

 

すべての人に健康と福祉を 
あらゆる年齢のすべての人々の健康的な
生活を確保し、福祉を促進する 

・大気、水、土壌・地下水等の環境監視の継続的な実施 04 

 

質の高い教育をみんなに 
すべての人に包摂的かつ公正な質の高い
教育を確保し、生涯学習の機会を促進す
る 

・環境行動の推進、人材育成等による環境教育の推進 05 

 

安全な水とトイレを世界中に 
すべての人々の水と衛生の利用可能性と
持続可能な管理を確保する 

・水と衛生に関わる分野の管理・対策の強化 01 

・自然生態系の保護・回復 03 

・継続的な環境監視の実施による水環境の保全 04 

 

エネルギーをみんなにそしてクリーンに 
すべての人々の、安価かつ信頼できる持続
可能な近代的なエネルギーへのアクセスを
確保する 

・再生可能エネルギーの導入促進によるエネルギーセキュリティ

の強化 01 

・清掃工場における発電や資源の有効活用 02 

 

産業と技術革新の基盤をつくろう 
強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂
的かつ持続可能な産業化の促進及びイノ
ベーションの促進を図る 

・低炭素ライフスタイルへの転換等による産業基盤育成 01 

・ごみ資源の利用効率の向上 02 

 

住み続けられるまちづくりを 
包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で
持続可能な都市及び人間居住を実現す
る 

・高齢者の移動手段の確保やまちの低炭素化に向けた公共

交通機関のシステム整備による低炭素まちづくりの推進 01 

・ごみ資源の適正処理及び資源循環型社会の推進 02 

・公園整備や水辺環境等の保全 03 

・大気環境や水環境等の生活環境の保全 04 

 

つくる責任使う責任 
持続可能な消費生産形態を確保する 

・ごみの減量化やリユース・リサイクルによる資源の有効利用の

促進 02 

・事業者による化学物質の適正な使用、管理の促進 04 

・幅広い場における環境教育や人材育成、グリーン購入等の

推進による環境に配慮したライフスタイルの促進 05 

 

気候変動に具体的な対策を 
気候変動及びその影響を軽減するための
緊急対策を講じる 

・省エネの推進による化石燃料消費量の削減を通じた気候

変動影響の緩和 01 

・緑地の保水機能の維持による集中豪雨等の気候変動影

響への適応 03 

 

海の豊かさを守ろう 
持続可能な開発のために、海洋・海洋資
源を保全し、持続可能な形で利用する 

・ごみ（プラスチックごみ等）の減量化やごみの不法投棄の

撲滅による海洋汚染の防止 02 

 

陸の豊かさも守ろう 
陸域生態系の保護、回復、持続可能な
利用の推進、持続可能な森林の経営、
砂漠化への対処ならびに土地の劣化の阻
止・回復及び生物多様性の損失を阻止す
る 

・温室効果ガスを吸収する民有林等の森林整備推進による

健全な森林の保全と育成 01 

・生物の保護と適正管理等による生物多様性の保全 03 

・陸域生態系と内陸淡水生態系等の保全 04 

 

パートナーシップで目標を達成しよう 
持続可能な開発のための実施手段を強
化し、グローバル・パートナーシップを活性化
する 

・協働取組の在り方の検討、環境教育の推進等によるパー

トナーシップの構築促進 05 

※１）各説明文は外務省の和訳を引用しており、第 3次相模原市環境基本計画策定時の表記とは異なります。 

※２）直接的な貢献が期待される基本目標  01:地球温暖化対策、02:資源循環の推進、 

03:水とみどり・生物多様性の保全・活用、04:環境リスクの管理、05:環境に配慮したライフスタイルの促進 

 

 
出典：第 3次相模原市環境基本計画（一部修正） 
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６ 計画の推進体制、進行管理 

  環境施策を総合的に推進していくためには、市民・事業者・環境保全団体等といった多様

な主体と連携を深めていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の進行管理においては、目標の達成状況や事業の実施状況等を的確に把握・評価し、

その結果により明らかになった課題を速やかに事業展開に反映するための仕組み（PDCA サイ

クル）を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第 3次相模原市環境基本計画においては、社会経済情勢の変化や施策の進行状況に柔軟か

つ適切に対応して、計画の見直しを行うこととしており、4年が経過した時点（令和 5

（2023）年度）を目途に、評価・検証を行い、必要に応じて計画を変更することとしていま

す。  

出典：第 3次相模原市環境基本計画 

【環境基本計画の推進体制】 

※環境情報センター、市立博物館、市立小中学校等を含む 

出典：第 3次相模原市環境基本計画 
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７ 相模原市環境基本計画年次報告書「さがみはらの環境」について 

「さがみはらの環境」は、相模原市環境基本条例第 12 条の規定に基づき、相模原市環境基

本計画の進行管理として、環境に関する施策の前年度における実施状況を公表するために作

成するものです。相模原市環境審議会にその内容を報告し、審査・助言を受けて、施策展開

に反映するとともに、公表していきます。 

 

令和 4（2022）年度相模原市環境審議会の開催状況 

開催日 議題 

令和 4年 12 月 7 日 

（第１回） 

・会長及び副会長の選出について 

・令和 4年度さがみはらの環境（相模原市環境基本計画年次報告

書）（令和 3年度報告）（案）について 

※相模原市環境審議会の審議内容については、「資料 3 相模原市環境審議会審議経過」をご覧くださ

い。 
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第３章 計画の進捗状況 

 

基本目標１ 地球温暖化対策 

基本目標２ 資源循環の推進 

基本目標３ 水とみどり・生物多様性の保全・活用 

基本目標４ 環境リスクの管理 

基本目標５ 環境に配慮したライフスタイルの促進 

 

 

 

 

 

各基本目標の「１基本目標の達成の目安となる指標」の進捗状況を表現しているマーク

の考え方について 

 

・基準値と実績を比較し、進んでいる： 

 

・基準値と実績を比較し、進んでいない： 
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ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

＊「低炭素」 相模原市は令和 2（2020）年 9月の「さがみはら気候非常事態宣言」において、2050 年

の脱炭素を目指すこととしています。第 3次環境基本計画中の「低炭素」は、令和 5（2023）年度の中

間改定において「脱炭素」に改訂予定です。 

 

１ 基本目標の達成の目安となる指標 

指標 

［算定式］ 

基準値 

(年度) 

R1(2019) 

実績 

R2(2020) 

実績 

R3(2021) 

実績 

中間目標 

R5(2023) 

最終目標 

R9(2027) 

市域の二酸化炭

素排出量＊１ 

（万 t-CO2） 

［産業部門、業務部門、 

家庭部門、運輸部門等 

における二酸化炭素排

出量の合計］ 

421.9 

万 t-CO2 

H25(2013) 

361.1 

万 t-CO2 

371.2 

万 t-CO2 
 - 

357.4 万 t 

-CO2 

331.6 万 t 

-CO2 

気候変動に伴う影

響に備えている市

民の割合＊３（％） 

［市民アンケート］ 

83.1% 

R1(2019) 

 

74.3% 76.2%  89.1% 95.1% 

＊1 「基準値(平成 25（2013)年度)」については、令和元年度に推計手法を変更していることから、

過去の公表値と異なる。（次ページのグラフは、新推計手法での平成 25（2013）年度からの実

績をまとめたもの） 

＊2 「市域の二酸化炭素排出量」については、算定に使用する統計数値の公表時期から、算出結果

は一昨年度の実績となる。 

＊3 市民アンケート調査の気候変動に関する項目 7項目（資料編 P113 参照）のうち、1項目以上行

っている人の割合 

基本目標１  

地球温暖化対策 ～低炭素＊社会が実現しているまち～ 

～気候変動に適応しているまち～ 

［関連する環境分野の個別計画：第２次相模原市地球温暖化対策計画］ 

【目指す姿】 

 

 

 

 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「脱炭素社会」の実現を目指す国の動向を踏まえ、地球温暖化対策の両輪である

緩和策・適応策をより積極的に推進していくことにより、持続可能な社会の実現

と、新たな成長とカーボンニュートラルを両立できる脱炭素型のライフスタイル

への移行を目指します。 

＊２ ＊１ 
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２ 現状(指標の達成状況等) 

令和 2（2020）年度の本市の CO2 排出量は 371.2 万トンとなり、基準値(平成 25（2013）年

度)と比較すると 12％減少、前年比では 2.8％の増加となりました。内訳を見ると、家庭部門

が増加し、運輸部門・業務部門では減少しています。これは、新型コロナウイルス感染症拡大

によって外出自粛やテレワーク、ウェブ会議システムの利用拡大など、新しい生活様式の広が

りによる、家庭での活動時間の増加、人流の減少、及び第三次産業の低迷が原因と思われます。

産業部門については、全国的な傾向として排出量が減少している中、本市では増加していま

す。こうしたことから、市内事業所の脱炭素化に向け、更なる取組の促進が必要です。また、

廃棄物焼却等による排出量も令和元（2019）年度より増加しており、更なるごみの減量化・資

源化が必要です。 

気候変動に伴う影響に備えている市民の割合については、令和 2（2020）年度と比較すると

1.9 ポイント増加しているものの、市内でも大きな被害をもたらした令和元年東日本台風の直

後と比較すると、意識の低下が見受けられることから、適応策の必要性等について更なる周知

啓発が必要です。 

  本市では、地球温暖化対策における目指す姿を『低炭素社会』から『脱炭素社会』に改め、

これを実現するための道筋を明らかにする「さがみはら脱炭素ロードマップ」を策定すると

ともに、2050 年の脱炭素社会実現に向けた再エネ導入目標の設定のため再エネポテンシャル

調査を実施しました。今後も、市民や事業者等との連携のもとに脱炭素社会の実現に向けた

取組の加速化と、本市のポテンシャルを最大限に活用する方策の検討が求められます。また、

気候変動による自然災害や健康被害から市民等の生命と安全を守るための対策を、より一層

進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

二酸化炭素排出量の推移 

154.9
131.2 136.0 135.7 136.1 150.5 

119.1

101.5 102.2 92.5 93.7 
100.5 

60.1

55.9 55.4
49.5 48.7

44.9

82.0

75.8 77.4
75.5 74.5

66.5

5.8

7.7 7.8
7.2 8.0 8.7

421.9

372.1 378.7
360.5 361.1 371.2

H25（2013） H28（2016） H29（2017） H30（2018） R01（2019） R02（2020）

廃棄物焼却等

運輸部門

業務部門

家庭部門

産業部門

単位：万ｔ-CO2 

※  端数処理のため、各部門の値の合計と全体の合計値が一致しない場合があります。 
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３ 施策の取組状況と今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１ 再生可能エネルギーの利用促進 

中山間地域と都市部のベストミックスという本市が有する地域特性を生かし、森林資源や小

水力などを活用した自然エネルギーや資源の地産地消モデルの形成を目指しています。また、

森林資源の活用や太陽光発電等の導入促進により地域資源を活用した再生可能エネルギー等の

導入を促進しています。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア 地域資源を活用した再生可能エネルギー等の導入促進 

具体的事業 自然的特性を生かしたエネルギー資源利活用策の促進 

事業の概要 

・森林資源や小水力などの効果的な利活用や導入の手法等について、検討を進め

る。 

・地中熱などの未利用エネルギーについて、利活用を促進する。 

R3 取組状況 
木質バイオマスの利活用のあり方、小水力発電の導入について、情報収集・研

究を行いました。 

 

 

≪施策体系図≫ 

低炭素型の都市の形成 

自動車交通の低炭素化の促進 

将来を見据えたまちづくり 

設備・機器や建築物の 

省エネルギー化の促進 

地域資源を活用した再生可能

エネルギー等の導入促進 

低炭素ライフスタイルの推進 

水素エネルギーの利用促進 

健全な森林の保全と育成 

気候変動に強いまちづくり 

基本目標１ 

『低炭素社会が 

実現しているまち』 

施策３ 

【低炭素型まちづくりの推進】 

 

施策５ 

【気候変動適応策の推進】 

施策１ 

【再生可能エネルギー 

       の利用促進】 

施策２ 

【省エネルギー活動の促進】 

施策４ 

【いきいきとした森林の再生】 

基本目標１ 

『気候変動に 

適応しているまち』 
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具体的事業 大規模太陽光発電所（メガソーラー）の活用 

事業の概要 
一般廃棄物最終処分場のうち最終覆土が完了した第 1期整備地を活用し、大規

模太陽光発電所（メガソーラー）を運用する。 

R3 取組状況 
令和 3（2021）年度は新型コロナウイルス感染症の影響により休止していた見学

会を再開しました。（団体限定） 

 

具体的事業 市民共同発電所の設置促進 

事業の概要 
市民団体や NPO などが主体となった太陽光発電設備等（市民共同発電所）の設

置を支援する。 

R3 取組状況 

市民団体との協働により平成 22（2010）年に大野台こどもセンターに設置した

太陽光発電設備を利用した環境教育については、令和 3（2021）年は新型コロナウ

イルス感染症の影響により実施を見送りました。また、市民共同発電所の新規の

設置実績がなかったことから、再生可能エネルギーの重要性について、市民の関

心をより高められるような啓発方法について検討していきます。 

 

具体的事業 産官学共同によるエネルギー革新技術への対応 

事業の概要 相模原市中小企業研究開発補助金を活用して研究開発を支援する。 

R3 取組状況 

市内中小企業者等が行う新技術等の研究開発において、大学等研究機関の知見

が生かされるよう、「中小企業研究開発補助金」に「産学連携枠」を設け、大学

等との協働を促進しました。 

※令和 3（2021）年度は産官学共同によるエネルギー革新技術関連での採択はあり

ませんでした。 

 

具体的事業 家庭や事業所における再生可能エネルギーの導入支援 

事業の概要 
専門家によるアドバイスやコンサルティングなどの実施により、家庭や事業所

における再生可能エネルギーの導入を支援する。 

R3 取組状況 

事業所向けには「中小規模事業者省エネルギー設備等導入支援補助金」、「省

エネアドバイザー派遣事業」等により導入を支援しました。 

【派遣回数】33 回 

 

具体的事業 九都県市・みんなでいっしょに自然の電気（みい電） 

事業の概要 再生可能エネルギー由来の電気の利用希望者を募り共同購入する事業の実施 

R3 取組状況 

「みい電」再エネ電気共同購入キャンペーンを年 1回実施しました。 

【参加登録数】272 件 

【電力切替数】42件 
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（２）今後の方向性 

脱炭素社会の実現に向けて重要な役割を担う再生可能エネルギーの導入については、令和

3年に実施したポテンシャル調査などに基づき、取組を進めます。  

太陽光発電については、導入に対する支援を継続するとともに、初期投資を必要としない

PPA 事業など、再生可能エネルギー導入の手法とその有効性の啓発を進めていきます。また、

市の率先行動として、公共施設への再生可能エネルギー導入の加速化を図ります。 

また、住宅向けの奨励事業と中小規模事業者向けの支援事業において、再生可能エネルギ

ー導入とエネルギーの自家消費の拡大を推進していきます。 

 

 

施策２ 省エネルギー活動の促進 

市民一人ひとりの脱炭素型ライフスタイルへの移行を推進するため、設備・機器や建物の省

エネルギー化と、ZEH や ZEB の普及促進に取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア 低炭素ライフスタイルの推進 

具体的事業 環境に配慮したライフスタイル・ビジネススタイルへの転換 

事業の概要 
節電・省エネ行動の実践を通じ、省エネルギー型ライフスタイル・ビジネスス

タイルへの転換を促すための情報発信等を行う。 

R3 取組状況 

①COOL CHOICE 啓発事業を実施しました。 

○イベントによる普及啓発 

・オンラインによる「さがみはら地球温暖化防止フォーラム」の開催 

（広げよう!72 万人の COOL CHOICE‼） 

・「＃COOL CHOICE さがみはら わたしの COOL CHOICE フォト投稿キャンペーン」

の実施 

○広報紙等を活用した啓発 

・「さがみはらクールチョイス NEWS」こどもタウンニュース特別号の発行 

・地域コミュニティを対象とした「COOL CHOICE 啓発キャラバン」の実施 

・地域情報紙を活用した啓発情報の発信 

○相模原市 COOL CHOICE 特設ページ「相模原からアクションを起こそう!」設置に

よる情報発信 

○COOL CHOICE 啓発動画の放映（SNS、市役所本庁舎で既存動画を放映） 

○塵芥車へのマグネット広告掲出 

○通年で使用する啓発ツール（パネル・ポスター）の制作・活用、横断幕の掲出 

②九都県市で連携し「省エネ家電買替キャンペーン」 を実施しました。 
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具体的事業 脱炭素キャッチフレーズ・ロゴマークの作成 

事業の概要 
相模原市における脱炭素に関する取組を表すキャッチフレーズ・ロゴマークの

作成 

R3 取組状況 

多様な地球温暖化対策の取組の「見える化」を目的とした「未来へ Switch！ 

ゼロカーボンさがみはら」のロゴマークを作成しました。 

 

イ 設備・機器や建築物の省エネルギー化の促進 

具体的事業 公共施設における LED 照明の導入 

事業の概要 
電気使用量の削減を図るため、市施設において改修や新設にあわせて LED 照明

を導入する。 

R3 取組状況 市施設への ESCO 事業活用の検討を行いました。 

 

具体的事業 中小規模事業者の排出削減に向けた仕組みづくり（計画書制度） 

事業の概要 

中小規模事業者が、事業活動に伴う省エネ対策等を推進するため、CO2 削減目標

や削減目標達成ための取組について、3年間の計画として任意に作成し、市へ提出

する。また、削減取組状況を広く周知するため、計画書の概要を市ホームページ

で公表する。 

R3 取組状況 
 計画書制度に基づき、市内中小規模事業者から計画書の提出がありました。 

【計画書提出事業者】13社（令和 3(2021)年度末までの提出：延べ 156 社） 

 

具体的事業 
中小規模事業者の省エネ活動に対する支援 

LED・省エネ機器等の導入促進、エネルギー管理システム等の普及 

事業の概要 

①省エネアドバイザー派遣事業 

事業者の省エネ対策の効率的・効果的な推進や、中小規模事業者による「地球

温暖化対策計画書」の作成等に必要な助言・指導を行うため、事業者の求めに

応じてエネルギー管理士等の専門家を無料派遣する。 

②中小規模事業者省エネルギー設備等導入支援補助金 

中小規模事業者が「地球温暖化対策計画書」に基づき実施する省エネ設備等

（LED・空調等）の導入に対し、その経費の一部を補助する。 

R3 取組状況 

①省エネアドバイザー派遣を実施しました。 

【派遣件数】18 社（33件） 

②省エネ設備等を導入する中小規模事業者に対し、補助事業を実施しました。 

【補助件数】21 件 

 

 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/1026506/plan/1008139/1008142.html
https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/1026506/plan/1008139/1008142.html
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具体的事業 LED 化の促進 

事業の概要 家庭・事業所の照明機器の導入・交換時に LED 化を促進する。 

R3 取組状況 家庭・事業所の照明機器 LED 化の啓発を行いました。 

 

具体的事業 省エネ機器等の導入促進 

事業の概要 
エアコンや冷蔵庫など家庭で消費電力の大きい家電について、省エネ性能の高

い家電製品への買替えを促進する。 

R3 取組状況 九都県市で連携し「省エネ家電買替キャンペーン」 を実施しました。【再掲】 

 

具体的事業 省エネルギー住宅の普及啓発 

事業の概要 新築住宅の断熱化など、省エネルギー性能の高い住宅の普及を促進する。 

R3 取組状況 ZEH、ZEB に関する普及啓発を実施しました。 

 

具体的事業 相模原市住宅用スマートエネルギー設備等導入奨励金 

事業の概要 
住宅にスマートエネルギー設備を設置した者、又は住宅を ZEH とした者への奨

励事業 

R3 取組状況 

 下記のとおり、市民を対象に奨励金を交付しました。 

○住宅用太陽光発電システム等(蓄電池、V2H、ZEH を含む。)  

対象コース 奨励金額 交付数 

ZEH コース 150,000 円 40 件 

自家消費コース 50,000 円 139 件 
 

 

具体的事業 うちエコ診断や省エネルギー診断の利用拡大 

事業の概要 
環境省が実施する「うちエコ診断」等の普及啓発（市ホームページやイベント

時） 

R3 取組状況 市ホームページでの普及促進を実施しました。 

 

具体的事業 設備導入促進特別資金（社会的課題取組型）の活用 

事業の概要 
地球温暖化対策計画書を策定して設備導入する中小規模事業者などに対し、金

融機関を通じて融資制度の利用を促す。 

R3 取組状況 
既往の資金利用者分の利子補給金を交付しました。 

【資金利用者】7者（令和 3（2021）年度新規利用者なし） 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/hojyo/1008066/index.html
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（２）今後の方向性 

省エネルギー活動の更なる推進は、脱炭素社会の実現に不可欠であるだけでなく、高騰す

るエネルギーコストを下げる意味でも重要な取組です。こうしたことから、家庭での省エネ

ルギー性能の高い家電への買い替えや高効率な給湯器等の導入と、地球温暖化対策計画書

制度を活用した事業者による省エネルギー設備・機器の導入を促進する施策を実施してい

きます。 

さらに、脱炭素社会実現に向けた具体的な取組を行う事業者を増やしていくため、エコア

クション 21 など、環境マネジメントシステムの活用の促進を図ってまいります。 

また、脱炭素型のライフスタイルへの移行や、省エネ活動をより一層促進することを目的

として、地球温暖化対策のための啓発活動などの取組を引き続き進めていきます。 

 

 

施策３ 低炭素型まちづくりの推進 

脱炭素型の都市の形成を進めるとともに、自動車交通の電動化の普及促進に取り組むととも

に、脱炭素化を実現したネット・ゼロ・エネルギー・タウンの実現を見据えた新しいまちづくり

に取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組 

ア 低炭素型の都市の形成 

具体的事業 市内照明施設の LED 化・高効率化の促進 

事業の概要 

・商店会などが所有する街路灯の高効率化を促進するため、LED 等への転換に対す

る支援を行う。 

・市が管理する LED 防犯灯の設置及び維持管理を行う。 

R3 取組状況 

○公園内において、球切れした水銀灯を順次 LED に交換しました。 

○LED 防犯灯の設置及び維持管理を行いました。 

【令和 3(2021)年度末市管理灯数】49,976 灯 

 

具体的事業 公共交通を基幹とした交通基盤の整備等 

事業の概要 
鉄道・バス等公共交通の利便性向上や、ネットワークの充実（小田急多摩線の

市内への延伸など）を図る。 

R3 取組状況 

 下記の事業を実施しました。 

①交通需要マネジメント（TDM）の推進 

②コミュニティバス等の導入 

③モビリティ・マネジメント（MM）＊の推進 

＊「モビリティ・マネジメント（MM）」 過度に自動車に頼る状態から公共交通や

徒歩などを含めた多様な交通手段を適度に利用する状態へ変えていく一連の取組 
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具体的事業 サイクルアンドバスライドの普及促進 

事業の概要 
バス停留所やバスターミナル周辺における自転車駐車場の充実を図り、環境に

やさしい自転車とバス交通の相互利用を促進する。 

R3 取組状況 
市内の主なバス停留所・バスターミナル周辺に無料の自転車駐車場（9箇所、収

容台数 445 台）を設置し、サイクルアンドバスライドを推進しています。 

 

具体的事業 安全で快適な歩行者・自転車通行環境の構築 

事業の概要 

市内の幹線道路を中心とした自転車通行環境ネットワークの形成を図り、自転

車道等の整備・拡充及び危険箇所等における歩行者・自転車の通行区分を明確化

する。 

R3 取組状況 

○自転車駐車場の整備に向けた調整 

 JR 相模線沿線駅周辺無料自転車駐車場について、利用しやすい施設への改善と

併せた有料化の検討を公益財団法人自転車駐車場整備センターと連携して行いま

した。 

○自転車通行環境の地元調整、設計、整備 

【整備完了箇所】市道橋本駅西口 160m 

         市道相模淵野辺 1100m 

        市道相模原横山 160m 

        市道南橋本弥栄荘 400m 

        市道磯部大野 1000m 

 

具体的事業 自転車駐車場の充実 

事業の概要 
民間事業者等との適切な役割分担と連携により、多様な駐車需要や地域特性に

配慮した自転車駐車場の整備・拡充を進める。 

R3 取組状況 

○自転車駐車場の整備に向けた調整 

JR 相模線沿線駅周辺無料自転車駐車場について、利用しやすい施設への改善と

併せた有料化の検討を公益財団法人自転車駐車場整備センターと連携して行いま

した。【再掲】 

 

具体的事業 都市緑化の推進 

事業の概要 

・生垣、屋上・壁面・駐車場緑化に取り組む市民などに対し、（公財）相模原市

まち・みどり公社と連携して、経費の一部を助成する。 

・街路樹、道路植栽を設置する。 

R3 取組状況 
○助成等を実施し、生垣総延長は 16.3ｍ、屋上緑化・壁面緑化・駐車場緑化は

170.0 ㎡の増加となりました。 
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 ○植栽帯の整備を継続して実施しました。 

 

具体的事業 市民との協働による緑地の保全・活用 

事業の概要 市が管理する緑地などにおいて、地域住民による清掃活動等を支援する。 

R3 取組状況 
街美化アダプト制度により、29 団体 36箇所 71ha の維持管理を市民協働により

行うことができました。 

 

イ 自動車交通の低炭素化の促進 

具体的事業 次世代クリーンエネルギー自動車の普及促進 

事業の概要 
燃料電池自動車を購入した市民・事業者に対して奨励金を交付することによ

り、次世代クリーンエネルギー自動車の普及促進を図る。 

R3 取組状況 

下記のとおり、奨励金を交付しました。 

○燃料電池自動車(FCV)  

【交付金額】300,000 円 

【交付台数】5台 

 

具体的事業 アイドリングストップ機能付ノンステップバスの導入促進 

事業の概要 
バス事業者に補助金を交付することにより、燃費が良く、乗降しやすい車両の

導入による利便性の向上を図ることで、マイカー等からバスへの転換を促す。 

R3 取組状況 
市内の営業所におけるノンステップバス車両の導入を促進し、令和 4（2022）年

4月 1日時点で 121 台（51.9％）となりました。 

 

具体的事業 交通需要マネジメント（TDM）による道路交通の円滑化 

事業の概要 
自動車利用者の交通行動（時間、経路、手段、利用の方法など）の変更を促す

ことによって自動車の適正利用を促進する。 

R3 取組状況 
橋本駅南口及び相模大野駅北口の一般車乗降場の利用状況調査と県道 52号の交

通実態調査や渋滞分析を実施しました。 

 

具体的事業 エコドライブの普及 

事業の概要 

・九都県市及び関係機関等と連携して、広報活動を実施する。 

・市内のイベント等において、エコドライブシミュレーターを用いたエコドライ

ブ体験等による啓発活動を実施する。 

R3 取組状況 
九都県市において、エコドライブ啓発動画を作成しました。 

市内のイベント及び市施設等において、エコドライブ啓発動画の放映等による 
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 普及啓発を実施しました。 

 

具体的事業 カーシェアリングの普及 

事業の概要 
過剰な自動車利用を抑制するため、カーシェアリングの普及啓発により自動車

保有台数の削減を促す。 

R3 取組状況 公用車を活用したカーシェアリング導入について調査・研究を実施しました。 

 

ウ 将来を見据えたまちづくり 

具体的事業 市内の拠点間を結ぶ幹線道路のネットワークの構築 

事業の概要 
幹線道路のネットワークの整備により、自動車交通の移動距離の短縮や走行速

度の向上を図る。 

R3 取組状況 幹線道路での道路の拡幅、交差点改良及び歩道の整備を実施しました。 

  

具体的事業 環境に配慮したまちづくりの推進 

事業の概要 
将来を見据えた大規模なまちづくりの検討に併せて、効率的なエネルギーシス

テムについて検討を行う。 

R3 取組状況 

○橋本駅周辺のまちづくり 

基盤の配置について設計を行う中で、緑の保全や環境負荷の低減について検討

しました。 

○相模原駅周辺のまちづくり 

相模原駅北口地区土地利用方針の策定に向け、まちづくりコンセプト「多様な

交流が新たな価値をうみだす ライフ×イノベーション シティ」を踏まえ、技

術の進展を見据えるとともに、脱炭素型のまちづくりに取り組むことなどを検討

しました。 

 

エ 水素エネルギーの利用促進 

具体的事業 燃料電池自動車（FCV）購入奨励金【再掲】 

事業の概要 
燃料電池自動車を購入した市民・事業者に対して奨励金を交付することにより、

次世代クリーンエネルギー自動車の普及促進を図る。 

R3 取組状況 

下記のとおり、奨励金を交付しました。 

○燃料電池自動車(FCV)  

【交付金額】300,000 円 

【交付台数】5台 
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具体的事業 水素ステーションの整備促進 

事業の概要 
燃料電池自動車の普及促進に向け、市内各区や圏央道インターチェンジ周辺地

区など効果的な立地等への定置式水素ステーションの整備を促進する。 

R3 取組状況 

水素ステーションの開設に係る補助制度について、市ホームページで周知しま

した。 

定置式水素ステーション 1カ所、移動式水素ステーション 2カ所を整備してい

ます。 

 

（２）今後の方向性 

   都市の形成や交通政策における総合的な脱炭素の取組は、都市全体のエネルギーマネジ

メントや、計画的な都市緑化など、スケールメリットを生かした効果的な取組が実施可能な

分野です。都市への再生可能エネルギーの導入、歩行者・自転車にやさしいまちづくりの推

進、次世代クリーンエネルギー自動車(CEV)の普及促進などの取組を進めるとともに、各取

組が相互に関係し、脱炭素化の取組を通じて暮らしやすさにつながるまちづくりを推進し

ていきます。 

 

 

施策４ いきいきとした森林の再生 

水源かん養や生物多様性の保全等公益機能を有するのみならず、二酸化炭素の吸収源となる

森林資源は地球温暖化対策を推進する上で欠かすことのできない要素です。健全な森林の保全・

育成と、木材の利用拡大に取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア 健全な森林の保全と育成 

具体的事業 水源の森林づくり事業の推進 

事業の概要 
水源の森づくりエリア内における私有林の所有者と協力協約を締結し、間伐・

枝打ちなどの適切な森林管理の支援を行う。 

R3 取組状況 

水源地域の森林を保全し、水を安定的に確保するため、自ら森林整備を行う森

林所有者と市が協力協約を締結し、間伐・枝打ち等の整備支援を行いました。 

【協力協約（間伐・枝打）】31.03ha 

【協力協約（作業路整備）】1,006ｍ 

【新規協力協約確保地】8.94ha 

※「水源環境保全税」を活用した事業 

 間伐・枝打：県 8割+市 2割 

 作業路整備：県 9割（個人負担 1割,市負担無） 

 新規協力協約確保：県 10 割（市負担無） 
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具体的事業 私有林・市有林整備事業 

事業の概要 

・私有林の所有者と協力協約を締結し、間伐・枝打ちなどの適切な森林管理の支

援を行う。 

・市有林の間伐・枝打ちなどの適切な森林管理等を行う。 

R3 取組状況 

水源地域の森林を健全で活力ある状態に保持するため、津久井地域での間伐・

枝打ち等を行いました。 

〇私有林整備【再掲】 

【協力協約（間伐・枝打）】31.03ha 

【協力協約（作業路整備）】1,006ｍ 

【新規協力協約確保地】8.94ha 

○市有林整備 

【森林整備（間伐・枝打）】6.99ha 

【作業路整備】1,624m 

【整備区域箇所調査】6.99ha 

 

具体的事業 NPO・森林ボランティアやインストラクターの養成・支援 

事業の概要 
森林についての知識や技術を身につけ、森づくりを継続的に担う人材の育成・

支援を推進する。 

R3 取組状況 

①「（仮称）相模原市市民の森」予定地（石老山）の登山道沿いの市有林を利用

し、企業から寄付をいただき森林整備を行う「企業の森」を計画していました

が、令和元年東日本台風により、登山道が崩落したため、制度構築含め事業を

休止しました。 

②講習会等を実施し、みどりのボランティアの育成・支援を行い、新たな人材育

成及び活動者のスキルアップを行いました。 

 

具体的事業 市民への情報提供 

事業の概要 
相模原市の森林の現状や森林での活動、イベントなどの情報を提供するホーム

ページを開設・運営する。 

R3 取組状況 

広報さがみはら（10 月 1日号）に森林特集（木材の活用状況、補助金制度等）

を掲載しました。また、市内図書館の展示スペースにて森林関係の展示を行いま

した。（11 月、12月、2月/市内森林の状況、公益的機能等） 

 

具体的事業 市民が森林と触れ合う機会の創出 

事業の概要 
市有林や財産区有林などを活用した「市民の森」の整備や森林セラピーロード

の認定など、市民と森林の多様な接点の整備を検討する。 
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R3 取組状況 

「（仮称）相模原市市民の森」予定地（石老山）は、令和元年東日本台風により

被災し、現在復旧工事が行われており、登山道の復旧時期は未定となっています。 

また、登山道上にある、大明神展望台周辺の景観伐採と手摺塗装修繕等を実施

しました。 

【整備費：1,277 千円】 

 

具体的事業 市民団体との連携 

事業の概要 

市ホームページの「さがみはら森林情報館」により、本市の森林の現状や課

題、市内の木材を使った商品、森林保全活動団体の紹介、各種イベントの案内な

ど様々な情報を提供する。 

R3 取組状況 
「さがみはら森林情報館」を活用し、さがみはら津久井産材利用促進事業の周

知及び掲載内容のデータ修正等を実施しました。 

 

具体的事業 水源地域活性化推進協議会事業 

事業の概要 
都市地域（下流域）住民と水源地域（上流域）住民が交流し、水源地域の重要

性に対する理解の促進を図る。 

R3 取組状況 

神奈川県等と連携し水源地域の豊かな自然や郷土文化を生かした体験事業（上

下流域自治体間交流事業）を実施しており、令和 3（2021）年度は 4事業実施予定

でしたが、新型コロナウイルス感染症の影響により 3事業は中止、1事業は実施し

ました。 

【実施事業】川遊びと竹細工教室（伊勢原市） 

【開催時期】7月 

【参加者】18名 

 

具体的事業 木材の利用拡大 

事業の概要 
公共建築物の木造化、住宅や家具等の地場産木材利用など地産地消を促進する

とともに、木材の多様な利用のための調査を行う。 

R3 取組状況 

 木材の利用拡大に向け、団体等への補助を実施しました。 

○さがみはら津久井産材利用拡大協議会【1,500 千円】 

・ホームページの開設 

○人材育成等事業補助金【1,532 千円】 

【申請事業体数】5事業体（延べ人数：18人） 

○さがみはら津久井産材利用促進等事業補助金【3,820 千円】 

 件数 補助額 

公共的建築物 3 件 3,473 千円 

家づくり 1 件 347 千円 
 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/kankyo/1026504/shinrin/index.html
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具体的事業 木材の安定供給体制の構築に向けた取組 

事業の概要 木材の搬出促進のため、路網整備の推進や施業集約化の推進を行う。 

R3 取組状況 

〇路網整備の推進【39,367 千円】 

・維持管理及び令和元年東日本台風被害の修繕等 

〇施業集約化の推進【113 千円】 

・森林整備地域活動支援交付金要綱施行 

・交付金の交付：1事業者 

  

（２）今後の方向性 

森林は、二酸化炭素の吸収源としての役割を担っていることから、森林の保全・再生に係

る取組を推進するとともに、さがみはら津久井産材の利用拡大など、森林資源の活用を促進

します。 

   また、林業経営の課題への対応や、大気中の二酸化炭素濃度に影響を与えないという木

材のエネルギー利用のカーボンニュートラルな特性を生かした取組を検討します。 

 

 

施策５ 気候変動適応策の推進 

地球温暖化を起因とする気候変動のもたらす影響が、誰もが直面する危機であるという認識

を共有し、温室効果ガスの排出抑制、自然災害や健康被害などの対策に取り組み、気候変動に強

いまちづくりに取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア 気候変動に強いまちづくり 

具体的事業 高温障害対策のための機械・設備の導入 

事業の概要 気候変動に弱い農作物について、高温障害対策のための対策を促進する。 

R3 取組状況 
高温障害を軽減するための技術や対策について、神奈川県と連携して情報収集

を行いました。 

 

具体的事業 豪雨等による被害対策 

事業の概要 豪雨等の被害対策を行い農業生産基盤の強化を促進する。 

R3 取組状況 

豪雨による被害を未然に防ぐため、農業用の排水路等の改修整備を行い被害リ

スクの低減を図りました。また、豪雨により被害を受けた農地・農業用施設の復

旧事業を行いました。 
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具体的事業 省エネルギー対策（水資源）に関する普及啓発 

事業の概要 
節電・省エネ行動の実践を通じ、省エネルギー型ライフスタイル・ビジネスス

タイルへの転換を促すための情報発信等を行う。【再掲】 

R3 取組状況 
COOL CHOICE 啓発事業の一環として水資源（水供給）に関する対策の啓発を行い

ました。 

 

具体的事業 

浸水（内水）ハザードマップの公表 

洪水ハザードマップの公表 

土砂災害ハザードマップの公表 

事業の概要 
大雨による内水氾濫が発生すると想定される区域や避難所、水害に対する知識

等を記載した浸水（内水）ハザードマップの周知を行う。 

R3 取組状況 

市ホームページにて公開及び窓口等にて配布しました。また、土砂災害警戒区

域等の追加指定に伴い、土砂災害ハザードマップを作成し、市ホームページで公

表するとともに該当する地域に配布を行いました。 

 

具体的事業 ハザードマップの活用 

事業の概要 

・浸水（内水）ハザードマップ及び洪水ハザードマップを活用し、日頃から大雨

による被害対策や避難行動についての理解の促進を図る。 

・土砂災害ハザードマップを活用し、警戒避難体制の整備、実践的な防災訓練等

の促進を図る。 

R3 取組状況 
土砂災害特別警戒区域等の追加指定に伴い、さがみはら防災マップを更新し、

公開しました。 

 

具体的事業 雨水排水施設の整備 

事業の概要 雨水管、雨水浸透ます等の雨水排水施設の整備を進める。 

R3 取組状況 雨水管の整備、改修及び雨水浸透ますの設置促進を実施しました。 

 

具体的事業 河川の改修 

事業の概要 河川の氾濫による浸水被害の軽減及び解消のため、河川改修を進める。 

R3 取組状況 道保川、姥川の改修事業を進めました。 

 

具体的事業 森林の保全 

事業の概要 
・水源の森づくりエリア内における私有林の所有者と協力協約を締結し、間伐・枝

打ちなどの適切な森林管理の支援を行う。【再掲】 
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・私有林の所有者と協力協約を締結し、間伐・枝打ちなどの適切な森林管理の支

援を行う。【再掲】 

・市有林の間伐・枝打ちなどの適切な森林管理等を行う。【再掲】 

R3 取組状況 

森林の持つ公益的機能の向上のため、下記事業を実施しました。【再掲】 

〇さがみはら津久井産材利用拡大協議会 

・啓発チラシ、商品カタログ（更新）及びロゴ作成 

〇人材育成等事業補助金 

・件数：11 社 

・人数：19 人（延べ数） 

〇さがみはら津久井産材利用促進等事業補助金 

・公共的建築物等：1件 

〇路網整備の推進 

・維持管理及び令和元年東日本台風被害の修繕等       

〇施業集約化の推進 

・森林整備地域活動支援交付金要綱施行（交付金の交付：2事業者） 

 

具体的事業 熱中症に関する普及啓発 

事業の概要 

①クールシェア 

②九都県市「夏の暑さ対策」 

③COOL CHOICE 啓発事業【再掲】 

熱中症予防対策 

R3 取組状況 

①クールシェアは新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

②九都県市で連携して SNS 等を活用した広報を実施しました。 

③クールビズの普及促進（イベントによる普及啓発、オンラインフォーラム開催、 

ラッピングバスの運行等）を行いました。【再掲】 

○熱中症予防対策 

・広報さがみはら、市ホームページ、市公式 LINE 等を活用して市民に対し、熱中

症予防について周知しました。 

・熱中症警戒アラート発表時において、防災無線や市ホームページ等を活用し、

市民に周知しました。 

・熱中症啓発資料を窓口等に配架し、熱中症予防の周知をしました。 

・大塚製薬株式会社と協力し、熱中症予防の啓発を実施しました。 

 

具体的事業 蚊等の定点調査 

事業の概要 
デング熱等への感染を未然に防ぐため、市内に生息する蚊等、感染症媒介動物

のウイルス保有状況について定点調査を行い、その結果を公表する。 
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R3 取組状況 

6 月から 10 月までの期間、市内 4か所の公園等で蚊の採取を行い、ウイルス保

有状況を調査しました。すべての期間、場所でウイルスを保有している蚊は確認

されませんでした。 

 

具体的事業 感染症に関する普及啓発 

事業の概要 
デング熱等への感染を未然に防ぐため、市民への注意喚起及び予防・対処法の

普及啓発を行う。 

R3 取組状況 
ポスター掲示や市ホームページ等に感染予防に関する情報（症状、予防方法、

対処法等）を掲載し、普及啓発や注意喚起を行いました。 

 

具体的事業 光化学オキシダントに関する対策 

事業の概要 光化学スモッグ注意報発令時の市民への周知及び注意喚起を実施する。 

R3 取組状況 
令和 3（2021）年度は相模原市内において、光化学スモッグ注意報が 3回発令さ

れました。 

 

具体的事業 生態系の保全 

事業の概要 

・緑地保全用地購入事業による緑地の公有地化 

・首都圏近郊緑地保全区域等の維持管理及び市民協働による緑地の保全 

・保存樹林・樹木の所有者への維持管理に係る支援による保全 

・里地里山及び水辺環境の保全 

・河川美化活動の実施 

R3 取組状況 

緑地の公有地化及び管理については下記のとおりです。 

○国庫補助制度を活用した緑地の公有地化（0.86ha）を行いました。 

○特別緑地保全地区・市民緑地等の維持管理を計画どおり実施しました。 

○枯損木を中心に倒木等の恐れのある樹木を伐採し、ナラ枯れ等森林病害虫防除

対策として粘着シート被覆及び伐倒くん蒸処理を実施しました。 

○関係機関と調整し、今後の安全対策を検討しました。 

保存樹木の保全に関しては、保存樹林の 1箇所の指定解除となり保存樹木 6本

の新規指定を行いました。 

 

里地里山及び水辺環境の保全については下記のとおりです。 

○「小松・城北」里山をまもる会及び「NPO 法人篠原の里」の活動支援を行いま

した。 

○広田小学校の里山体験学習（大豆の種まき及び収穫、竹細工作成等）を実施し

ました。 

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kosodate/kenko/1026625/kansenyobo/index.html
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○青野原元気村、三ヶ木ホタル保存会、牧野元気創生会、上河原たすきの会及び

阿津川蛍の会へ財政支援を実施しました。 

 

河川美化活動の実施については下記のとおりです。 

○相模川クリーン作戦及び境川クリーンアップ作戦は、新型コロナウイルス感染症

の影響により中止となりましたが、道志川美化活動については実施しました。 

【参加者】14名 

○河川美化活動を実施する個人や団体に対して、相模川を愛する会として、清掃

道具の貸し出しや、回収したゴミの処分等の支援を行いました。 

【支援団体】3団体（延 7名） 

 

具体的事業 分布域等のモニタリング 

事業の概要 生物の生息・生育分布のために市民と協働してモニタリング調査を行う。 

R3 取組状況 令和 3（2021）年の生物モニタリング調査結果の集約、公表を行いました。 

 

具体的事業 緑化の推進【再掲】 

事業の概要 
生垣、屋上・壁面・駐車場緑化に取り組む市民などに対し、（公財）相模原市

まち・みどり公社と連携して、経費の一部を助成する。 

R3 取組状況 
助成等を実施し、生垣総延長は 16.3ｍ、屋上緑化・壁面緑化・駐車場緑化は

170.0 ㎡の増加となりました。 

 

具体的事業 歩道における透水性舗装の整備 

事業の概要 
風水被害の軽減・解消のため、雨水排水施設の整備【再掲】、一時貯留や流出

抑制のための浸透施設の整備などを推進する。 

R3 取組状況 
雨水の流出抑制や地下水のかん養等を図るため都市計画道路等の新設・改良に

おいて、歩道の透水性舗装を積極的に推進しました。 

 

具体的事業 大気、水質等のモニタリング 

事業の概要 
大気汚染物質等の常時測定をするとともに市内の河川及び湖沼における水質の

測定を実施する。 

R3 取組状況 
大気：市内 7箇所の測定局で測定を実施しました。 

水質：市内 23地点で測定を実施しました。 
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具体的事業 適応策に関する普及啓発 

事業の概要 

気候変動による影響や適応策の取組について、地球温暖化対策に関する各種イ

ベント等を通じ普及啓発や情報発信を行う。 

①クールシェア【再掲】 

②九都県市「夏の暑さ対策」【再掲】 

R3 取組状況 
①クールシェアは新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。【再掲】 

②九都県市で連携して SNS 等を活用した広報を実施しました。【再掲】 

 

（２）今後の方向性 

気候変動による自然災害や健康被害から市民等の生命と安全を守るため、適応策につい

ての啓発活動を積極的に行います。 

また、脱炭素社会に寄与する観点を踏まえながら、気候変動の影響による被害が最小化

され、自然災害に対して早期に復旧することが可能となる持続可能な社会の構築に向けて

取り組みます。 
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１ 基本目標の達成の目安となる指標 

 

２ 現状(指標の達成状況等)  

  令和 3（2021）年度のごみ総排出量は 218,857ｔ（家庭系ごみ実績量：127,002ｔ、事業系ご

み実績量：52,528ｔ、資源実績量：39,327ｔ）となりました。令和 2（2020）年度と比較する

と、6,791ｔ減少しています（家庭系ごみ：-5,202ｔ、事業系ごみ：+228ｔ、資源：-1,817ｔ）。 

令和 2（2020）年度と比較して家庭系ごみが減少に転じた一方で、事業系ごみは微増となり

ましたが、これは引き続き新型コロナウイルスの影響を受けているものと推測されます。 

また、ごみ総排出量は令和 5（2023）年度の中間目標値を達成していますが、ごみの更なる

削減のため、引き続き、家庭系ごみや事業系ごみの減量化・資源化に取り組む必要があります。 

令和 3（2021）年度の最終処分量については、18,836ｔとなりました。令和 2（2020）年度

と比較すると、2,111ｔ減少しています。これは、ごみ総排出量が令和 2（2020）年度に比べ

て減少したことに加えて、ごみ処理の過程で生成される溶融スラグの有効活用により、減少し

たものと推測されます。 

指標 

［算定式］ 

基準値 

(年度) 

R2(2020) 

実績 

R3(2021) 

実績 

中間目標 

R5(2023) 

最終目標 

R9(2027) 

ごみ総排出量 

（t/年） 

［市内の１年間の 

ごみ総排出量］ 

227,222t/年 

(H29(2017)) 

225,648t 

/年 

218,857t 

/年 

 

 

220,000t 

/年以下 

216,000t 

/年以下 

最終処分量 

（t/年） 

［一般廃棄物最終

処分場の１年間の

埋立量］ 

21,796t/年 

(H29(2017)) 

20,947t 

/年 

18,836t 

/年 
 21,000t 

/年以下 

20,000t 

/年以下 

基本目標２  

資源循環の推進 ～ともにつくる資源循環都市～ 

［関連する環境分野の個別計画：第３次相模原市一般廃棄物処理基本計画］ 

【目指す姿】 

 

 

 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４Ｒ（Refuse(リフューズ、発生抑制)、Reduce（リデュース、排出抑制）、Reuse

（リユース、再使用）、Recycle（リサイクル、再生利用））を推進し、循環型社会

の実現を目指します。 
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なお、最終処分量は、令和 5（2023）年度の中間目標値を達成していますが、最終処分場の

延命化を図るため、引き続き、ごみの減量化・資源化の取組や溶融スラグの有効活用を進める

ことが必要です。併せて、ごみの処理を安定的に継続するために、一般廃棄物処理施設の計画

的な整備の検討が必要です。 

 

３ 施策の取組状況と今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１ ごみの更なる削減 

ごみを減量化・資源化してくためには、「ごみを発生させない」という視点から、市民・事業

者・行政がそれぞれの役割を果たしていく必要があり、今後、循環型社会への移行を加速するた

め、これまでの「4R」を更に推し進めたライフスタイルやビジネススタイルの定着を目指し、各

種事業に取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア『家庭系ごみの減量化・資源化』 

具体的事業 

食品ロス削減のＰＲ活動 

食品ロス削減のための講座の開催  

「水切り」の促進 

事業の概要 

・生ごみ・食品ロスの削減について市内小売店の利用客へのＰＲを検討する。 

・市内飲食店を訪問し、利用客へ食べきりの呼びかけについて検討する。 

・食育に関連したイベント等に出展し、生ごみ・食品ロスの削減についての PRを

検討する。 

・生ごみの 4Rに関する講座（夏休みの小学生を対象としたエコクッキング教室や、

一般市民を対象としたダンボールコンポスト講習会など）の開催を検討する。 

・外部講師を招致した生ごみの 4Rに関する講演会または食品ロス削減に関する講

演会について、オンライン講演会、事前撮影動画の視聴会等の開催を検討する。 

・生ごみの 4Rに関する講習会等を開催する市民や学校からの要望に応じて、生ご

み 4Rアドバイザーを派遣する。 

・生ごみの 4Rに関する活動に取り組む団体等への補助金交付による支援を行う。 

・市内大学等と連携して、食品ロス削減についての PR活動を行う。 

≪施策体系図≫ 

基本目標２ 

『ともにつくる資源循環都市』 

施策１ 

【ごみの更なる削減】 

施策２ 

【ごみの適正な処理】 

家庭系ごみの減量化・資源化 

事業系ごみの減量化・資源化 

ごみ処理体制の整備 

不適正処理防止対策 
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R3 取組状況 

生ごみ・食品ロスの削減に向けた取り組みを進めました。 

○4Rに関する講演会 

 株式会社フードエコロジーセンター 髙橋代表取締役を講師に招き、さがみはら

チャンネル内でオンライン講演会の動画を公開しました。 

〇生ごみ 4R アドバイザー派遣  派遣回数：1回（2人） 

○広報紙による啓発 

 広報さがみはら（10月 15 日号）に食品ロス削減に関する記事及びリメイクレシ

ピを掲載しました。 

〇飲食店キャンペーン（中止） 

歓送迎会や忘年会の時期に飲食店を訪問し、利用客に食品ロスの現状説明や食

べきりの励行を予定していましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により

中止しました。 

〇イベントでの啓発（中止） 

各種イベントでのパネル展示やゲームによる啓発を予定していましたが、新型

コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

〇講座開催（中止） 

小学生と保護者を対象とした「夏休みエコクッキング教室」、「ダンボールコ

ンポスト講習会」、「生ごみ 4R 相談会」を予定していましたが、新型コロナウ

イルス感染症の影響により中止しました。 

 

具体的事業 生ごみ処理容器の利用促進 

事業の概要 
・広報紙への掲載等による制度の周知を実施する。 

・申請方法の簡素化のために申請様式等の変更を検討する。 

R3 取組状況 

次のとおり生ごみ処理容器の購入者に助成金を交付しました。 

なお、予算の上限に達したため、7月に申請の受付を停止しました。 

【対象容器】家庭用の 2,000 円を超える生ごみを堆肥化・減量化する容器 

【対象者】市内に居住し、容器を適正に維持管理できる者 

【助成額】1台につき購入金額の 2分の 1以内（100 円未満切捨て） 

    限度額 30,000 円（1世帯につき 1台まで、コンポスト化容器は 2台まで） 

【助成台数】電動処理機 111 台  コンポスト 58 台 

 

具体的事業 市内の循環に向けたフードドライブの推進 

事業の概要 
フードドライブの常設窓口増設の検討、各イベントの開催及び出展時における

フードドライブの実施を継続し、回収した食品を市内フードバンクに提供する。 
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R3 取組状況 

次のとおりフードドライブを実施しました。 

【受付場所】市役所本庁舎（資源循環推進課事務室）、橋本台リサイクルスクエ

ア、麻溝台リサイクルスクエア、津久井クリーンセンター（令和 3(2021)年１月

より実施） 

【受入件数】1,830 件 

【受入重量】約 2,606 ㎏ 

回収した食品はフードバンクへ提供するとともに、子ども・若者未来局が主催

する市内在住・在学の大学生に対する食材支援や、子育て家庭を対象とした食材

支援事業にも提供しました。 

 提供数量 総重量 

フードバンク 8,172 点 約 2,328kg 

学生支援 1,148 点 約 229 ㎏ 

子育て支援 200 点 44 ㎏ 
 

 

具体的事業 他都市との連携による食品ロス削減に向けた取組 

事業の概要 

九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会や全国おいしい食べきり運動ネットワ

ーク協議会、神奈川県ごみ処理広域化推進会議、フードバンクかながわ等を通じ

て、他自治体と連携した取組を展開する。 

R3 取組状況 
 九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会が作成した食品ロス削減に関する啓発

動画を、橋本台・麻溝台リサイクルスクエアにおいて放映しました。 

 

具体的事業 

マイバッグ、マイ箸、マイボトル等の利用促進 

マイバッグ・マイボトル利用時の割引やポイント付与等、事業者への働き

かけの強化 

 レジ袋削減や簡易包装導入など、事業者への働きかけの強化 

事業の概要 

・マイバッグ、マイ箸、マイボトルの利用促進について、「ごみと資源の日程・

出し方」への掲載や、駅頭キャンペーン等啓発を検討する。 

・市が実施するイベントと合わせた新たなマイバッグ、マイ箸、マイボトルの利

用促進方法を検討する。 

・レジ袋のさらなる削減を目的とした取組（呼びかけ等）を行っている店舗を対

象とした「相模原市レジ袋削減協力店」の登録数を増やすとともに、レジ袋削

減を目的とした、市と相模原市レジ袋削減協力店との協働事業の実施に向けた

取組を進める。 

R3 取組状況 

プラスチックごみが環境に与える影響やマイボトル・マイバッグの利用につい

て、市ホームページに掲載し、周知を行いました。 

マイ箸、マイボトルの利用促進について、「ごみと資源の日程・出し方」に掲

載しました。 
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具体的事業 不法投棄されたプラスチック等の環境への影響に関する情報提供 

事業の概要 

プラスチックごみが環境に与える影響について市ホームページ等を通じて周知

する。また、中食が増加している背景にも触れ、ワンウェイプラスチックの分別

徹底について周知啓発を行う。 

R3 取組状況 

プラスチックごみが環境に与える影響やマイボトル・マイバッグの利用につい

て、市ホームページに掲載し、周知を行いました。 

マイ箸、マイボトルの利用促進について、「ごみと資源の日程・出し方」に掲

載しました。 

 

具体的事業 
ウェブによるフリーマーケット等、民間事業者との連携によるリユース促

進策の検討 

事業の概要 他都市事例を調査し、本市における実施の可能性を検討する。 

R3 取組状況 他都市の事例についてホームページ等の調査を行いました。 

 

具体的事業 

ごみ分別アプリ、市ホームページ、動画等の電子媒体を活用した情報発信

の推進 

 不用品の情報交換ができる民間の電子掲示板等との連携の検討 

事業の概要 

・SNS 等を用いた情報発信を継続する。 

・民間事業者等との連携について、他都市事例を調査し、本市における実施の可

能性を検討する。 

R3 取組状況 

ごみ分別アプリ、市ホームページでの情報提供を行うとともに、SNS（Twitter）

で、その日に関連するごみの分別の方法等を「毎日シゲンジャー」として発信しま

した。 

また、LINE 公式アカウントの「自動応答メッセージ機能」を活用し、ごみの分

別方法の案内や情報発信を行いました。 

 

具体的事業 「集団資源回収」のＰＲの強化及び実施団体の支援 

事業の概要 
地域における各種団体の自主的な資源回収を促進し、ごみの減量化と資源の有

効利用を推進するため、実施団体に奨励金を交付して支援する。 

R3 取組状況 

子ども会など地域の団体が自主的に行う資源回収活動に対して奨励金を交付し

ました。 

【実施団体】260 団体 

【回収量】3,087ｔ 

【奨励金額】7円／㎏ 
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具体的事業 使用済小型家電回収ボックスの効果的な設置の検討 

事業の概要 
より多くの使用済小型家電を資源化できるよう回収ボックスの効果的な設置場

所について検討する。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度は 2箇所の回収ボックスの撤去を行いました。 

【回収ボックス設置場所】23箇所 

緑 区：緑区合同庁舎・橋本台リサイクルスクエア・北清掃工場・北部粗大ごみ受

入施設・津久井クリーンセンター・城山総合事務所・津久井総合事務所・

相模湖総合事務所・藤野総合事務所・ノジマ NEW 城山店・イオン橋本店 

中央区：相模原市役所本庁舎・田名まちづくりセンター・上溝まちづくりセンタ

ー・ノジマ相模原本店 

南 区：南区合同庁舎・麻溝台リサイクルスクエア・南清掃工場・南部粗大ごみ

受入施設・相模台まちづくりセンター・相武台まちづくりセンター・東

林まちづくりセンター・イオン相模原店 

【回収実績】                       （単位：kg） 

 H30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 

携帯電話・ 

スマートフォン 
978 985 1,116 1,106 

小型家電 50,200 58,711 67,006 61,819 

コード類 14,619 15,675 12,765 13,236 

パソコン 50,553 56,368 64,440 52,331 

合計   116,350 131,739 145,327 128,492 
 

 

具体的事業 家庭から排出される剪定枝を新たな資源品目とすることの検討 

事業の概要 
家庭から排出されている剪定枝は一般ごみ若しくは粗大ごみとして処分してい

るが、新たな資源品目とできるか費用対効果等の総合的な観点から検討する。 

R3 取組状況 

家庭から排出された剪定枝は、南北清掃工場でバイオマス燃料として活用し、

熱回収後、発電を行い余剰電力を売電しました。 

さらに、「木質バイオマス」として新たな資源品目とするため、先進自治体へ

の視察を行いました。 

 

具体的事業 

新たな資源化に関する調査研究 

 ごみの資源化の拡大に向けたポイント制度や割引制度導入に向けた調査 

研究 

事業の概要 

・家庭系ごみ（資源を除く。）の減量化・資源化を推進するため、国が取り組ん

でいる紙おむつなど新たな資源化について調査研究を行う。 

・他市でのポイント制度や割引制度導入の実績等の調査を行う。 
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R3 取組状況 

国が取り組んでいる紙おむつの資源化の動向について、調査研究を行うととも

に、小売業者等で行っている資源受入れの際のポイント付与等の動きについて調

査を行いました。 

 

具体的事業 

「拡大生産者責任」の考え方に基づく制度拡充に関する国、事業者等への

働きかけ 

 事業者による容器、包装材等の回収・資源化の取組の促進 

事業の概要 
全国都市清掃会議等を通して国や事業者に対し、「拡大生産者責任」の考え方

に基づき、制度の拡充について働きかけを行う。 

R3 取組状況 
全国都市清掃会議を通して、国に対して容器包装以外のプラスチック製廃棄物に

ついて、容器包装と同様に資源化が図られるよう法制度の見直しを要望しました。 

 

具体的事業 
転居の際に排出される家具等のリユースの促進 

橋本台・麻溝台リサイクルスクエアでのリユース家具譲渡の継続 

事業の概要 
転居の際に排出される家具等のリユースについて、他都市や大学での取組を調

査し、本市における仕組みづくりについて検討する。 

R3 取組状況 

橋本台・麻溝台リサイクルスクエアにおいて、粗大ごみとして排出された家具

類を清掃・修理して抽選で市民に譲渡しました。 

 令和 3（2021）年 5月から令和 4（2022）年 3月までは、新型コロナウイルス感

染症の影響により中止しました。 

 橋本台リサイクルスクエア 麻溝台リサイクルスクエア 

来場者数 1,033 人 852 人 

リユース家具の

展示品数 
80 点 60 点 

リユース家具の

応募総数 

730 件 

（平均倍率約 9倍） 

494 件 

（平均倍率約 8倍） 
 

 

具体的事業 リサイクルスクエアにおける情報発信の強化 

事業の概要 ごみの減量化・資源化に関する展示・映像放映を継続し拡充する。 

R3 取組状況 

橋本台・麻溝台リサイクルスクエアにおいて、4R関連の展示コーナーを設ける

とともに、ごみの減量等に関する動画及び九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員

会で作成した食品ロス削減に関する啓発動画を放映し、ごみの減量化・資源化の

意識啓発を行いました。 

 

具体的事業 
フリーマーケットやリサイクルフェア等のイベントにおける４ＲのＰＲ

の推進 

事業の概要 市民の 4R意識の醸成を目的としたイベント等の取組について実施を検討する。 
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R3 取組状況 

相模原市リサイクルフェア 2021 は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中

止しました。また、リサイクルスクエアで予定していたフリーマーケットについ

ても、まん延防止等重点措置の適用期間のため中止しました。 

 

具体的事業 
ごみ排出ルールの周知・啓発 

ごみ・資源集積場所のルールの徹底 

事業の概要 

・新型コロナウイルスに感染の恐れのある家庭系ごみの排出方法を含め、さまざ

まな媒体やイベント等の機会を通じて、ごみの排出ルールの周知・啓発を検討

する。 

・民間イベントへの出店等、幅広い機会を捉えた啓発活動を検討する。 

・ごみ・資源集積場所における早朝啓発について感染症対策を検討し、実施する。  

R3 取組状況 

家庭から排出されるごみ・資源の分別方法や排出方法、収集曜日を詳しく説明

した冊子「ごみと資源の日程・出し方」及び「ごみと資源の日程・出し方外国語

版」（英語、中国語、韓国語、スペイン語、タガログ語、クメール語（※）、タ

イ語（※）、ベトナム語（※））を市内転入者や希望者への配布、市ホームペー

ジへの掲載を行いました。（※市ホームページへの掲載のみ） 

また、分別サイトや分別アプリ、Twitter や LINE アカウントを活用した SNS での

情報発信により、ごみの排出ルールについて広く周知・啓発に努めました。 

なお、各種イベントへの出展等については、新型コロナウイルス感染症の影響

により中止しました。 

 

具体的事業 
不動産業者、大学等との連携によるごみ排出ルールの情報提供 

外国人に対するごみ排出ルールの周知・啓発  

事業の概要 

・不動産業者を通じた「ごみと資源の日程・出し方」の市民への配布、大学にお

けるごみの減量化・資源化に関するキャンペーンを継続する。 

・外国語版啓発冊子の配布を継続する。 

R3 取組状況 

外国人に対するごみ排出ルール周知の一環として、「ごみと資源の日程・出し

方」冊子の外国語版（5か国語）を配布するとともに、8か国語について市ホーム

ページに掲載しました。 

 

具体的事業 

継続的な環境教育の推進 

学校や企業への出前講座の拡大 

若い世代を対象としたワークショップ等の実施 

事業の概要 

・小学校等における出前講座を継続して実施する。 

・自治会、公民館等における相談会を実施する。 

・企業等における出前講座について検討する。 

・ワークショップの開催に向けて検討する。  

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/recycle/1026493/katei/1008347.html
https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/kurashi/1026489/recycle/1026493/katei/1008347.html
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R3 取組状況 

小学校等における出前講座の実施により、ごみの減量化・資源化についての意識

啓発を図りました。 

 参加者 回数 

小学校等出前講座 5,213 人 65 校 

保育園・幼稚園出前講座 2,372 人 23 園 

その他出前講座 10 人 1 回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的事業 環境に配慮した消費活動に関する情報の提供 

事業の概要 

レジ袋の使用抑制や賞味期限・消費期限の理解に基づく適切な商品選択などの消

費行動における環境配慮及びごみの減量化・資源化について、啓発イベントの実施

や SNS の活用などを通じた市民への情報提供について検討する。 

R3 取組状況 
市ホームページや SNS（Twitter）において、マイバッグの持参や食品ロスの削

減など、環境に配慮した消費活動に関する情報提供を行いました。 

 

具体的事業 
ごみ処理手数料の適正な在り方の検討 

一般ごみの処理の有料化に関する他自治体の動向の調査研究  

事業の概要 

ごみ処理手数料全体の適正な在り方や他自治体の動向を調査研究するととも

に、一般ごみの排出量が増加する場合などを想定し、引き続き、一般ごみの処理

の有料化について検討する。 

R3 取組状況 

次期改定に向けた準備のため、令和 3（2021）年度処理原価の算出をし、手数料

改定を行う予定の他市と情報交換を行いました。 

一般ごみの処理の有料化を行っている他市の状況の調査研究を行いました。 

 

イ 事業系ごみの減量化・資源化 

具体的事業 
公共施設における食品廃棄物削減の推進 

学校給食で発生する残さの減量化・資源化の推進  

事業の概要 
・各公共施設への食品ロス削減に係るポスターの配布及び食品ロス削減月間に合わ

せて、食品ロスの削減について協力を求める庁内放送を実施するなどの啓発 

分別戦隊シゲンジャー銀河 ©相模原市 レモンちゃん ©相模原市 
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活動を行う。 

・給食の食べ残し量等の実態把握に努め、残さの減量化・資源化の推進に向けた

検討を行う。 

R3 取組状況 

商品棚の手前にある商品等、販売期限の迫った商品を積極的に選ぶ「てまえどり」

の呼びかけを行うため、相模原市職員生活協同組合売店と市役所庁舎に、啓発ポス

ターの掲示を行いました。 また、同売店の生鮮品関係食品棚へ啓発ポップの掲示

を行いました。 

公共施設の食品ロス削減月間に合わせて、食品ロスの削減について協力を求める

庁内放送を実施する等の啓発活動を実施しました。 

 

具体的事業 

会食時における「3010 運動」の実施及び啓発 

小盛りメニューや持ち帰り希望者への対応に関する働きかけ 

生ごみ処理容器の利用促進 

事業の概要 

・飲食店にポスターの配布及び食品ロス削減の啓発を検討する。 

・事業系食品廃棄物の減量化・資源化を促進するため、関係機関と連携し、講習

会等による周知・啓発を検討する。 

R3 取組状況 
中小事業者訪問指導時、飲食店については食品ロスに係るポスターを配布しま

した。 

 

具体的事業 フードバンク等との連携 

事業の概要 
フードバンク実施団体との調整や食品を扱う事業者への状況調査等を行い、実

施へ向けた検討を行う。 

R3 取組状況 業務継続計画の実施に伴い、調査研究に係る業務は、中止しました。 

 

具体的事業 

木くずや剪定枝の資源化の拡大 

剪定枝の受入先拡大の検討 

少量の資源でも排出できる仕組み（回収協力事業所等）の検討 

新たな資源化に関する調査研究  

事業の概要 

・資源化するための木くずの積替え保管施設が市内に 1か所のみのため、新たな

受入先を確保できるよう検討する。 

・事業系ごみへの資源化可能物の混入を防止するため、少量の資源を一般廃棄物

収集と併せて収集する仕組みの検討を行う。 

R3 取組状況 
公共施設および民間施設から発生する剪定枝について、5市町と協議の上、他市

町の民間資源化施設への搬入を行い、資源化を図りました。 
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具体的事業 学校給食で発生する残さの資源化の推進 

事業の概要 
学校給食の調理過程において発生する野菜くずや児童の食べ残しについて、市

内民間資源化施設を活用し、資源の有効活用、資源化の推進を図る。 

R3 取組状況 

飼料化可能な原料の排出が適正にできるよう、徹底した分別を行うことによ

り、小学校（17 校）、学校給食センター（1施設）で給食残さ飼料化事業を実施

しました。 

【事業実施校・施設】 

新磯小学校、大沢小学校、大沼小学校、大野小学校、大野北小学校、小山小学

校、上鶴間小学校、作の口小学校、桜台小学校、清新小学校、相武台小学校、中

央小学校、鶴園小学校、橋本小学校、富士見小学校、淵野辺小学校、谷口台小学

校、上溝学校給食センター 

 

具体的事業 

事業系ごみの搬入物検査の強化 

事業系ごみのマニフェスト制度の導入 

減量化等計画書に基づく多量排出事業者への指導の強化  

事業の概要 

・資源化可能物や産業廃棄物等の清掃工場への搬入を防止するため、専任の検査

員を配置し、搬入物検査機を使用した展開検査及びピット搬入の目視検査を実

施しているが、さらに検査を強化する。 

・事業系一般廃棄物の適正排出を推進するため、種類と量を把握できるマニフェ

スト導入の検討を行う。 

・多量排出事業者のうち資源化率の低い事業者や排出量が多い事業者に、減量

化・資源化・分別に関する指導を行う。 

R3 取組状況 

搬入物検査の強化について、他自治体等の事例を研究するなど、強化に向けた

課題の抽出を行いました。 

多量排出事業者（建築物のうち事業の用に供する部分の延べ床面積が 1,000 平

方メートル以上であるものを所有し、若しくは占有するもの、又は年間 36トン以

上の事業系一般廃棄物を本市のごみ処理施設へ搬入するもの）に対し、「減量化

等計画書」の提出を依頼しました。 

【対象事業者】1,216 者 

【提出事業者】1,173 者 

【回答率】96.5％ 

 

具体的事業 
排出ルール徹底のための少量排出事業者に対する訪問指導の強化 

ごみ・資源集積場所への事業系ごみの排出抑止 

事業の概要 
中小事業者に対し、地区別に戸別訪問を実施し、適正排出指導等を行うことに

より、更なる適正排出等の促進を図る。 
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R3 取組状況 

中小事業者に対し、適正排出指導等を実施し、適正排出の促進を図りました。 

【中小事業者地区別訪問】3,989 者 

（高根、鹿沼台、上溝、矢部、東林間、津久井地区、相模湖地区、藤野地区） 

【苦情通報等対応】229 者 

※上記のうち、飲食店は 539 者 

 

具体的事業 共同排出事業の支援 

事業の概要 
共同排出事業の更なる促進を図るため、許可業者や商店街からの聞き取り等を

行い、周知・啓発方法の調査研究を行う。 

R3 取組状況 
対象地域の事業者などへ、事業内容の案内等を実施しました。 

（業務継続計画の実施に伴い、積極的な活動については、中止しています。） 

 

具体的事業 
ごみ分別アプリ、市ホームページ、動画等の電子媒体による効果的な情報

発信の推進 

事業の概要 既存の SNS 等を用いた情報発信の実施の検討を行う。 

R3 取組状況 
ごみ分別アプリ、市ホームページを用いた 4R に関する情報発信の実施について

検討を行いました。 

 

具体的事業 

事業者の優良な取組の表彰 

「エコショップ等認定制度」の見直し・充実 

環境に負荷のかからない商品等の開発に関する情報発信 

事業の概要 

・ごみの減量化・資源化に取り組む事業者等を認定するエコショップ等認定制度

を周知するとともに、認定事業者の減量化等に関する優良な取組事例を市ホー

ムページ等で周知する。 

・認定事業者への支援策について、エコショップ等の認定と、殿堂入りした事業

者の表彰について検討を行う。 

R3 取組状況 

令和 3（2021）年度末で認定が満了となるエコオフィスの認定事業者（1者）に

ついて、事業者へ確認の結果、認定の更新は行わないこととなりました。また、

新規認定はありませんでした。 

【認定状況】                  （単位：者） 

 各年度新規認定者 R3 年度末認定数 

R1 R2 R3 殿堂入り 認定合計 

エコショップ 0 0 0 29 29 

エコオフィス 1 1 0 41 54 

エコ商店街 0 0 0 0 0 

合  計 1 1 0 70 83 
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具体的事業 ごみ処理手数料の在り方や他自治体の動向の調査研究 

事業の概要 ごみ処理手数料全体の適正な在り方や他自治体の動向を調査研究する。 

R3 取組状況 
 次期改定に向けた準備のため、令和 3（2021）年度処理原価の算出をし、手数料

改定を行う予定の他市と情報交換を行いました。 

 

（２）今後の方向性 

家庭系ごみについては、引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮しながら、

啓発事業を展開することで、家庭系ごみの減量化を図ります。 

食品ロス排出量については、引き続き、食材有効活用につながる「リメイクレシピ」や

「食材使い切りレシピ」の充実を図る等、食品ロス削減のための啓発事業に取り組むとと

もに、フードドライブを推進するなど、食品ロスの削減に取り組みます。 

事業系ごみについては、令和 3（2021）年度実績値が、令和 9（2027）年度計画目標値を

下回っていますが、これは令和 2（2020）年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の

影響による特異値と考えられます。令和 4（2022）年度の事業系ごみ排出量は、増えるこ

とも予想されることから、引き続き、事業系ごみの削減に取り組みます。 

 

 

施策２ ごみの適正な処理 

安全で、安心して暮らすことのできる生活環境を維持するためには、ごみの排出から収集・運

搬・処分に至るあらゆる段階において適切な対応が必要であることから、廃棄物の種類や排出

方法に応じて適正に処理するとともに、環境負荷の低減に向け、各種事業に取り組んでいます。 

 

（１）令和 3年度の取組状況 

ア ごみ処理体制の整備 

 

 

具体的事業 
最終処分場第 2期整備地かさ上げ工事の推進 

最終処分場の計画的な整備  

事業の概要 

現在供用中の一般廃棄物最終処分場第 2期整備地について、当初計画のとおり

埋立容量を確保するため、貯留構造物を整備するとともに、次期一般廃棄物最終

処分場の整備に向けた取組を進める。  

R3 取組状況 

一般廃棄物最終処分場第 2期整備地かさ上げに向けて、周辺環境への影響を調

査しました。また、周辺における猛禽類の生息状況を調査しました。 

次期一般廃棄物最終処分場の整備に向け、基本構想を策定しました。また、候

補地の選定について審議会に諮り、令和 4（2022）年 3月に 4箇所の候補地（緑区

根小屋、南区麻溝台（各 2箇所））を選定する旨の答申を受けました。 
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具体的事業 清掃工場の計画的な整備等 

事業の概要 南清掃工場の長寿命化及び北清掃工場の建替整備に向けた取組を進める。 

R3 取組状況 

北清掃工場について、施設全体の老朽化が見込まれるため、建替え整備の検討

を行いました。 

南清掃工場について、長寿命化を図るため、基幹的設備等の改良工事に向けた

検討を進めました。 

 

具体的事業 清掃工場のごみ焼却により発生する熱エネルギーの有効活用 

事業の概要 
効率よく発電を行い、場内や清掃関連施設に電気の供給と他施設に蒸気を供給

するとともに、余剰電力を売電するなど、エネルギーの有効活用を推進する。 

R3 取組状況 

各清掃工場の発電量等は次のとおりとなりました。 

 南清掃工場 北清掃工場 

発電量（kWh） 57,534,280 18,848,991 

売電量（kWh） 27,865,104 8,597,716 

売電金額（円） 376,142,251 74,792,938 

蒸気供給量（t） 14,802 4,682 

蒸気供給先 市民健康文化センター 

サカタのタネグリーン

ハウス（温室） 

LCA 国際小学校北の丘

センター 

 

 

具体的事業 ごみ処理の過程で生成される溶融スラグの有効活用 

事業の概要 
道路用資材等への利用を推進することで、最終処分場の埋立量を減らし、延命

化を図る。 

R3 取組状況 

JIS 認証の維持を図りました。 

市公共工事において、アスファルト骨材として利用しました。 

最終処分場の遮水シート保護土及び覆土の一部代替として有効利用を図りまし 

た。 

【スラグ有効利用量】約 4,200ｔ 

 

具体的事業 ごみ出しが困難な方への対応の検討 

事業の概要 
既存事業や介護保険制度等を利用することができない方の実態把握やニーズを

調査する。 

R3 取組状況  他市が行っている施策について調査研究を行いました。 
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具体的事業 「罹災ごみ」や「遺品整理ごみ」の収集運搬に係る取扱いの検討 

事業の概要 
令和 2（2020）年 10 月に開始した家庭系臨時ごみ制度について、実態把握を行

い、必要に応じて改善する。 

R3 取組状況 

「家庭系臨時ごみ」の収集運搬許可制度を令和 2（2020）年 10月から実施し、

制度運用における課題等の整理・解決を図りました。 

【許可業者数】40者（令和 4（2022）年 3月末時点） 

 

具体的事業 効率的な収集運搬体制の検討 

事業の概要 
令和元（2019）年 10 月に委託エリアが拡大したことの効果の検証や、令和元年

東日本台風の際の対応の検証を行う。 

R3 取組状況 

災害時応援協定を結んでいる県央地区廃棄物処理業協議会、相模原環境事業協

同組合を含めて地震を想定した防災訓練を実施し、収集運搬協力体制の確認を行

いました。 

 

具体的事業 
「拡大生産者責任」の考え方に基づく制度拡充に関する国、事業者等への

働きかけ【再掲】 

事業の概要 
全国都市清掃会議等の協議会等を通して国や事業者に対して「拡大生産者責

任」の考え方に基づき、制度の拡充について働きかけを行う。 

R3 取組状況 
全国都市清掃会議を通して、国に対して容器包装以外のプラスチック製廃棄物に

ついて、容器包装と同様に資源化が図られるよう法制度の見直しを要望しました。 

 

イ 不適正処理防止対策 

具体的事業 不法投棄防止パートナーシップ協定制度を活用した取組の促進 

事業の概要 

パートナーシップ協定を締結した市民団体と協働し、散乱ごみの収集・市が設

置する不法投棄監視カメラ並びに不法投棄防止フェンス周辺の草刈り及び花植

え・不法投棄パトロール・その他不法投棄防止に有効な活動による不法投棄対策

事業を実施する。 

R3 取組状況 

パートナーシップ協定を締結した 14 市民団体と協働による不法投棄対策事業を

実施しました。 

○主な市民団体の活動内容 

・散乱ごみの収集 

・市が設置する不法投棄監視カメラ並びに不法投棄防止フェンス周辺の草刈り及  

び花植え 

・不法投棄防止パトロール 

・その他不法投棄防止に有効な活動 
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具体的事業 津久井地域不法投棄防止協議会による不法投棄防止活動の促進 

事業の概要 

ごみの不法投棄を未然に防止し、良好な地域環境を保全するため、不法投棄多

発箇所への監視カメラの設置、看板やバリケードを提供するとともに、地域事業

に参加して事業展開する不法投棄撲滅キャンペーンなどの普及啓発事業及び、不

法投棄物緊急撤去事業等を実施する。 

R3 取組状況 

市民からの申請に基づき看板やバリケートを提供しました。 

地域事業に参加して不法投棄撲滅キャンペーン等を実施する予定でしたが、新

型コロナウイルス感染症の拡大予防の観点より実施を見送りました。 

不法投棄物緊急撤去事業については新型コロナウイルス感染症の拡大予防の観

点から役員会が実施できず、場所を選定できなかったため中止となりました。 

 

具体的事業 
不法投棄防止パトロールの継続 

監視カメラの設置等による不法投棄防止活動の継続  

事業の概要 

不法投棄多発区域などへの監視カメラによる監視強化や、不法投棄防止啓発看

板や不法投棄防止バリケードの活用、また、不法投棄撲滅キャンペーン等の普及

啓発活動により不法投棄の防止を図る。 

R3 取組状況 

 

【監視カメラ設置状況】 

 H29 H30 R1 R2 R3 

設置数      60 台      60 台      61 台      61 台 61 台 

(うち新設) （0 台） （0台） （1台） （0台） （0台） 

 

【巡回監視実施状況】 

 H29 H30 R1 R2 R3 

パトロール中の 

不法投棄物の発見    
119 箇所      68 箇所      58 箇所      41 箇所 16 箇所 

市民からの通報箇所

の調査 
79 箇所 87 箇所 66 箇所 68 箇所 65 箇所 

合 計 198 箇所 155 箇所 124 箇所 109 箇所 81 箇所 

 

【不法投棄回収量】 

 H29 H30 R1 R2 R3 

資源循環部所管分     114ｔ          94ｔ           89ｔ          87ｔ 59ｔ 

 直営収集 82ｔ 68ｔ 69ｔ 65ｔ 42ｔ 

 委託収集 32ｔ      26ｔ      20ｔ     22ｔ 17ｔ 

他部所管分 50ｔ      54ｔ      68ｔ     45ｔ 54ｔ 

合 計 164ｔ     148ｔ     157ｔ    132ｔ 113ｔ 
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具体的事業 

パトロールの実施 

近隣自治体や警察署との連携 

ＧＰＳを活用した持ち去り古紙の追跡調査の実施 

事業の概要 

・市民通報を受けたごみ・資源集積場所へのパトロールと持ち去り行為者への指

導を実施し、悪質な持ち去り行為者には、禁止命令書の交付、告発を行う。 

・所轄警察署と連携し、持ち去り行為者の情報共有等を行う。また、近隣自治体

とも年 2回の情報交換会議を行う。 

・関東製紙原料直納商工組合と協力して GPS 機器を活用した持ち去り古紙の追跡

調査を行う。 

R3 取組状況 

市民からの持ち去り行為の通報は年間 36 件あり、市では環境事業所の職員や警

察官 OB によるパトロールを実施しました。この結果、悪質な持ち去り行為者に対

し、口頭注意 4件を行いました。 

（近隣の自治体 8市による資源持ち去り情報交換会議については、新型コロナウ

イルス感染症拡大防止のため中止しました。） 

 

具体的事業 
違法な不用品回収業者の指導 

違法な不用品回収業者に関する市民への情報提供 

事業の概要 

・広報さがみはらに記事を掲載し、不用品回収業者を利用しないよう注意喚起を

行う。 

・不用品回収業者の把握等を行う。  

R3 取組状況 

広報さがみはら（2月 15日号）に、不用品回収業者を利用しないよう啓発する

記事を掲載し、注意喚起を行いました。 

 また、市民の方からの苦情通報や情報提供に基づき、パトロールを実施し、不

用品回収業者と接触した場合には、必要な指導を行いました。 

【不用品回収業者に関する苦情等対応状況】      （単位：件） 

 H29 H30 R1 R2 R3 

不用品回収業者に関する通報 4 7 3 1 6 
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（２）今後の方向性 

ごみを適正に処理していくためには、清掃工場や最終処分場などの整備・改修を計画的に

進めていく必要があります。施設の耐用年数やごみの排出状況などを踏まえた長寿命化計

画の策定など、計画的な整備を進めます。 

不適正処理防止対策については、パートナーシップ協定を締結した 14 市民団体と協働し

た不法投棄対策事業の実施や、不法投棄多発区域などへの監視カメラの設置による監視強

化、不法投棄防止パトロールを行うことにより不法投棄の防止を図ります。 

また、令和 4（2022）年 4 月 1 日にプラスチック資源循環法が施行されたことを受けて、

相模原市廃棄物減量等推進審議会や関係事業者等の意見を踏まえながら、プラスチック資

源の循環に係る必要経費やリサイクルルート、市民への周知・啓発など、市としての対応策

について検討していきます。 




